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研究成果の概要（和文）：本研究の主要な目的は，総務省「社会生活基本調査」，「全国消費実態調査」，「家計調査
」や研究分担者らが実施した「学生の芸術意識と芸術活動に関する調査」などのデータを用いて，文化芸術活動への参
加や支出などの文化需要が，どのような要因によって規定されているのかを実証的に分析することである．分析結果か
ら，文化芸術活動の参加の有無に対する年齢・時代・コーホート効果の大きさの比較から，活動によってはコーホート
効果が相対的に大きいこと，文化支出を含めた家計の費目別支出の関係は，時系列的に安定的ではなく構造変化点が存
在すること，学生の芸術鑑賞や実演活動には文化資本が大きく影響していることなどが明らかになった．

研究成果の概要（英文）：This study empirically analyzes the factors affecting cultural demand such as 
arts participation and cultural expenditures. The data used in the analysis are based on the Survey on 
Time Use and Leisure Activities, National Survey of Family Income and Expenditure, Family Income and 
Expenditure Survey - which was conducted by the Statistics Bureau of Japan - and Survey on Japanese 
University Students’ Attitudes toward Arts and Appreciation of Arts conducted by some of 
co-investigators in this project. The results of the empirical analysis are as follows: 1) Regarding arts 
participation, comparing the effects of age, period, and cohort, the effects of cohort are relatively 
greater than that of age and period for some of arts participation. 2) The correlation between items of 
household expenditures, including cultural expenditures, is not stable over time and structural breaks in 
correlation exist. 3) Cultural capital significantly affects arts participation of college students.

研究分野： 経済統計

キーワード： 文化需要　コーホート分析　社会生活基本調査　家計調査　学生調査　全国消費実態調査　ロジットモ
デル
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９，Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1) ワーク・ライフ・バランスという言葉に

代表されるように，仕事以外の時間の過ごし

方に注目が集まっている．特に，より多くの

自由時間をもつ高齢者の増加とともに，余暇

活動をいかに過ごすかは重要な課題であり，

精神的な豊かさを重視する価値観の浸透を

背景に，余暇における文化芸術活動への関心

が高まっている．しかしながら，国民が文化

芸術活動にどのように関わっているのかに

関しては，統計データを用いた実証的な分析

が，これまでわが国ではあまりなされてこな

かった． 

 

(2) 文化芸術立国を目指す我が国において，

様々な側面から有効な文化振興政策を立

案・実施していくことは緊喫の課題である．

当然のことながら有効な政策は，エビデンス

に裏付けられた客観的事実をもとに立案す

る必要がある．本研究では，とりわけ文化需

要に焦点をあててその規定要因を実証的に

分析し，どのような属性をもった人が文化芸

術活動に参加・支出しているのか（していな

いのか）を明らかにすることによって，文化

政策に関する基礎的な資料を提供すること

を目指す． 
 
２．研究の目的 

本研究の主要な目的は，「社会生活基本調

査」，「全国消費実態調査」，「家計調査」，「国

勢調査」（いずれも総務省統計局），ならびに

研究分担者である有馬・周防・杉江らが実施

してきた「学生の芸術意識と芸術活動に関す

る調査」（以下「学生調査」）や「日本の芸術

家 4000 人調査」（以下「芸術家調査」）を用

いて，文化芸術活動に関する実証的な分析を

行うことである．とりわけ，文化需要（文化

芸術活動への参加及び支出）がどのような要

因によって規定されているのかを中心に実

証的な分析を行うことに加えて，そうした分

析を効率的に行うためのデータベースも整

備する．以下で各調査ごとに研究の目的を示

す． 

 

(1) 文化需要に関して参加率（行動者率）の

データとして最もよく利用される社会生活

基本調査に関しては，文化芸術活動への参加

の有無の変化を，年齢（age）効果，時代

（period）効果，コーホート（世代; cohort）

効 果 に 分 割 す る APC 分 析

（Age-Period-Cohort Analysis）を適用する

ことを試みる．とりわけ，年齢，時代，コー

ホートの各効果が識別可能となるようなモ

デルを推定し，従来指摘されてきた文化需要

における年齢の効果の妥当性について，再検

討する． 

 

(2) 文化需要としての文化芸術活動に対する

支出額については，家計調査の公表データ及

び全国消費実態調査のミクロデータを利用

し，そのデータの時系列的な特性を明らかに

するとともに，その変動を説明するようなモ

デルを模索し，推定を行うことを目的とする． 

 

(3) 1985 年からほぼ５年間隔でこれまで５回

にわたって実施した学生調査に関しては，直

近の第５回調査（2008 年実施）のデータ入

力を完了させ，第５回調査の回答データから

学生の文化・芸術の需要構造や意識を明らか

にするとともに，第１回調査から第５回調査

までのデータベースを作成し，学生の文化・

芸術の鑑賞や意識がどのように変化してき

たのかについて，自由記述を含めて時系列的

な分析を行うことを目的とする． 

 

(4) 文化を供給する側の分析として，芸術家

調査や国勢調査のデータを用いて，芸術家を

含む世帯の属性や所得分布などについて明

らかにすることを試みる． 
 
３．研究の方法 



(1) 文化芸術活動への参加の有無を説明する

モデルとしては，年齢・時代・コーホート間

の識別問題を回避するために，本研究では

Yang and Land (2006) のモデルを採用する．

すなわち，固定効果部分の回帰式のモデルと，

その回帰式の確率誤差項がセル間の変動効

果部分の調査年の分散と誤差項の分散の和

に等しいというモデルを結合したモデルを，

ベイズ推定する．推定に用いるデータは， 

1991 年，1999 年，2001 年，2006 年の社会

生活基本調査の匿名データであり，独立行政

法人統計センターに申請を行い（一橋大学経

済研究所附属社会科学統計情報研究センタ

ーが仲介），提供されたデータを用いて，い

くつかの文化芸術活動を選択して推定を行

う． 

 

(2) 家計調査及び全国消費実態調査の分析に

関しては，まず予備的な分析として，家計の

支出額にベイジアン・ネットワークの手法を

適用することにより，家計の支出構造におけ

る文化的支出を含めた各費目の位置づけを

考察する．そして，文化的支出を説明するよ

うな適切なモデルを探索する．また全国消費

実態調査の匿名データの利用申請（上記参

照）を行った上で，匿名データに対してベイ

ジアン・ネットワークの手法を適用すること

によって，文化的支出の決定に影響を与える

要因を明らかにする． 

 

(3) 学生調査に関しては，第１回調査から第

５回調査までの回答データに対して時系列

分析が適用できるように統合データベース

を作成した上で，様々な観点から実証分析を

行う．特にほぼ同じ内容の調査票で実査が行

われてきた 1991 年の第２回調査から 2008

年の第５回調査までの４回の学生調査のデ

ータを用いて，鑑賞や稽古事・主体的芸術活

動の有無や文化・芸術に対する考え方への賛

否を被説明変数，性別，学年，所属学部など

をはじめとする個人的属性や世帯属性を説

明変数として，ロジットモデルによる回帰分

析を適用して，鑑賞や意識を規定する要因を

定量的に明らかにする． 

 

(4) 芸術家調査に関しては，芸術家の世帯を

単身世帯と複数世帯の二つの世帯類型に分

類した上で，所得分布の特徴を明らかにする． 
 

４．研究成果 

(1) 文化芸術活動の行動の有無に対しての

Yang and Land (2006) のモデルに基づいた

ベイズ推定の結果は，性別，学歴，収入など

については，ほとんどの文化芸術活動で統計

的に有意であった．また，年齢効果，時代効

果及びコーホート効果（図１）の各文化需要

に及ぼす影響の相対的大きさは，全般的には，

年齢効果，コーホート効果，時代効果の順と

なった． 
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図１．文化芸術活動のコーホート効果 

 

各効果の大きさ等については，対象とする

活動によって異なるが，クラシック音楽鑑

賞・ポピュラー音楽鑑賞・美術鑑賞・演劇等

鑑賞では，昭和戦前期の出生コーホートで効

果が大きく，映画鑑賞に関しては，1964-1974

年生まれの若い出生コーホートの効果が大

きいことなどが明らかになった．しかしなが

ら，クラシック音楽鑑賞とポピュラー音楽鑑

賞では，加齢の効果はマイナスであり，コー

ホート効果と合わせると，今後の鑑賞が低下

することが懸念される．このように，各効果

の大きさを評価することにより，文化芸術活



動への参加が今後どのような推移を示すの

か，ある程度の方向を予想することが可能に

なった． 

 

(2) 家計調査のデータを用いた予備的な分

析では，農林漁家世帯の有無が支出構造に影

響しない一方，一般世帯を含む全世帯と勤労

者世帯ではその支出構造が異なることなど

が明らかになった．これを踏まえた全国消費

実態調査の匿名データによる分析では，世帯

人員数（単身か二人以上世帯か），世帯構成

（性別，世帯主の年齢等），世帯収入，保有

する住居といったさまざまな属性別に支出

行動における費目間の位置づけを検討し，世

帯人員数や世帯構成が支出額の決定に大き

く影響することがわかった．続いて，支出行

動の時系列変化を探るべく，グラフィカル・

モデリング及びクラスター分析の手法を用

いて，家計調査の公表データに SINGLE

（ Smooth Incremental Graphical Lasso 

Estimation algorithm）法を適用することによ

り構造変化時点を探索し（図２），各期間に

おける費目相互の関連について考察を行っ

た．また，これらとは別の方向で，家計調査

のデータを利用して，文化的支出に対して AI

需要システム（Almost Ideal Demand System）

による推定を行い，所得弾力性・価格弾力性

を算出した．その結果，文化的支出が必ずし

も贅沢品としての特徴をもっているわけで

はないことなどが明らかになった． 

 

 

図２．構造変化点に関する密度の推定 

 

(3) 学生調査に関する分析では，学生の芸術

活動及び芸術・芸能への意識を集計し，現状

を明らかにするとともに，無作為抽出によっ

て調査が行われている社会生活基本調査の

大学生の集計結果と比較することによって，

有意抽出である学生調査のサンプルの偏り

の程度を推定した．そして，サンプルに偏り

があるために直接的な比較はできないが，第

２回調査から第５回調査までの 18 年間の学

生の鑑賞率・行動率や意識の変化の有無とそ

の大きさを明らかにした． 

 さらに，回答者の個人的属性や世帯属性

（性別，学年，所属学部，出身地，現住所，

課外活動，小遣いの額，アルバイトや奨学金

の状況，家族の職業や最終学歴）と視聴覚メ

ディアなどの保有状況を説明変数として，芸

術鑑賞や実演活動の有無を説明するロジッ

トモデルを用いてパラメータの推定を行う

ことにより，どのような要因が芸術鑑賞・実

演活動や芸術への意識を規定しているのか

に関しての手がかりをつかむことができた．

特に，学生調査では，家族の学歴や職業など

の文化資本に関するデータが得られており，

分析の結果，文化資本が芸術鑑賞・実演活動

や芸術への意識に有意に影響しているとい

う結果も得られた． 

また，社会人も調査対象に含まれている第

１回（1986 年実施）の自由記入欄について，

学生と一般社会人の比較分析を試みた． 

 

(4) 芸術家調査を用いた所得分布に関する

分析においては，芸術ジャンル毎に特徴があ

ることが分かった．更に，データが安定して

いる音楽家に限定して，オーケストラ団員で

あるか，あるいはソロイストであるかを重要

なキーとして収入額及びその家族の収入も

加味した分析を行ったところ，両者に違いが

あることが明らかになった．また国勢調査の

ミクロデータについては，その入手・分析の

準備作業を行った． 

 



(5) こうした実証分析以外に，文化政策への

インプリケーションを考えるために，文化政

策に関する資料分析なども行った．特に，劇

場法の制定過程の議論や各種政策資料を分

析することにより，劇場法の特徴を整理する

ことができた．今後，こうした結果と実証分

析の結果を関連づけていく予定である． 
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